
（注）他団体への出向含め７７人

 

法 人 名 財団法人 大阪府青少年活動財団 

法人所管課 生活文化部次世代育成支援室青少年課 

設立年月日 昭和４１年２月２８日 

基本金 101,000千円 うち府出捐額 99,500千円 府出資比率 
98.5％ 

（99.0％）※

役員数（常勤）   ２人 うち府派遣 １人 うち府退職者 １人 

職員数（常勤） ７１人 うち府派遣 ２人 うちプロパー 69人（注） 

総支出 1,212,076千円 

補助金  682,173千円 

委託料  245,586千円 

貸付金      0千円 
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その他      0千円 

【主な事業の概要】 
○人材育成推進事業 
・青少年指導者養成、人材育成専門プログラムの実施 

○青少年自立支援事業 
・非行少年立直り支援、非行未然防止、不登校ひきこもり自立支援 
○体験活動推進事業 
・自然体験活動、文化創造活動 

○青少年活動施設の運営・協力事業 

事  項 （単位） H17 H18 Ｈ19 

青少年指導者養成人数 人 2,350 2,421 2,445 

チャイルドサポート事業実施小学校数 

（非行防止・犯罪被害防止事業、主に小学校５年生対象）
校 － 619   860 

非行少年立直り支援事業（サポートボランティア養成）

府内少年サポートCと連携し、ボランティア育成・派遣
派遣者数 1,341 1,071 1,192 

文化事業参加者・鑑賞者数 人 56,722 55,881 56,724
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青少年相談センター相談件数（電話・面接） 件 2,343 2,022 1,328 

方 向 性 

○自立化 （２３年度～） 

・ 事業の精査を行い、必要な事業は府が直接実施 

・ 府の財政的・人的関与をなくし、法人の自立化を図る 

・ 市の野外活動施設の指定管理期間等終了後の２３年度から自立化 

 

考 え 方 

・ 法人で行っている人材育成事業等は、民間で実施されているものもあり、

府が関与する必要性は低い 

・ 自立支援事業等は、運営方法を精査の上、必要な事業については府が実施

・ 法人がこれまで培った人材育成等のノウハウを活かして事業収入を確保す

ることにより、府からの財政的・人的関与を受けることのない独立した法

人運営に転換する 


